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３．６．３ 活断層および周辺地殻の三次元速度・減衰構造モデルの研究 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

制御震源データを用いた地殻構造、 

自然地震データを用いた３次元地殻構造、および重力データを用いた地殻密度構造の研究 

 

(b) 担当者 

伊藤 潔（京都大学防災研究所 教授） 

大見士朗（京都大学防災研究所 助手） 

赤松純平（京都大学防災研究所 助教授） 

中村佳重郎（京都大学防災研究所 助手） 

駒澤正夫（産業技術総合研究所 主任研究員） 

西村敬一（岡山理科大学総合情報学部 教授） 

 

(c) 業務の目的 

近畿地方の活断層系について、断層の深部形状の把握と、個々の断層の深部における相互の関連、お

よび活断層とその周辺地域の地殻速度構造モデルの推定を過去の制御震源データを用いて調査・検討す

る。また、既存の地震観測網データベースを用いて活断層およびその周辺地殻の三次元速度構造モデル

を推定する。さらに、既存の重力データベースに新たな重力観測データを加えて近畿圏の活断層を含む

構造盆地の三次元基盤構造および三次元地殻構造のモデリングを行う。なお、制御震源データに関する

検討の結果については、平成16年度以降に実施予定の構造調査の基礎資料とする。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画 

平成 14 年度： 既存の制御震源実験データ・地震観測網データ・重力データの収集・コンパイル、

データ解析手法の検討 

平成15年度： 近畿圏の活断層およびその周辺地域の地殻速度構造モデル、三次元速度構造モデル、

三次元基盤構造モデルに関する解析。データの蓄積（収集・測定）も継続する。 

平成16年度： 近畿圏の活断層およびその周辺地域の地殻速度構造モデル、三次元速度構造モデル、

三次元基盤構造モデルの推定。 

平成 17、18 年度： 強震動予測のための断層深部構造モデル、地殻・表層の速度構造および基盤構

造モデル、さらに深部（フィリピン海プレート上面付近まで）の速度構造モデルの構築を行う。 

 

(e) 平成14年度業務目的 

 近畿中北部を対象として、既存の制御震源データの収集を行い、屈折法および広角反射法による再解

析および地殻内反射波の解析を行う。地震観測網データベースを用いて三次元速度構造トモグラフィー

を行うためのデータ取得・コンパイル、計算機プログラム開発、テスト計算による問題点の検討等を行

う。既存の重力データをコンパイルし、データセット間の整合性を検討し、さらに、隣接する複数の堆

積盆を対象にした広域一元化解析における問題点を、京阪奈地域を例にして、検討する。 
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(2) 平成１４年度の成果 

(2-1) 制御震源データを用いた地殻構造 

伊藤 潔（京都大学防災研究所） 

ito@rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp 

吉井弘治（京都大学防災研究所） 

yoshii@rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp 

（ａ）業務の要約 

近畿地方は活断層が密集している地域である。その上、中央構造線および有馬高槻構造線のように東

西方向に走向を持つ活断層や、上町断層および花折断層のように南北方向の走向を持つ活断層が混在し

ている。さらに、生駒断層系と奈良盆地西縁断層系、花折断層系と琵琶湖西岸断層系のように 10km以
下の間隔で併走する断層系が存在する。これらの断層系の運動を推定するためには、それらの形状を把

握するとともに、広域応力場の中でどのように力が働き、どのような相互作用をしているかを知る必要

がある。 

当研究では、これらの断層について、断層の深部形状の把握と、個々の断層の深部における相互の関

連を過去の人工地震データを用いて調査・検討することである。実際には断層付近の地震活動など、他

のデータも考慮しながら、内陸大地震の震源断層としての形状を調査する。なお、これらの検討の結果

は、平成 16 年度以降に実施予定の構造調査の基礎資料となる。また、他の研究題目の結果と総合的に
検討することによって、強震動予測の精度向上のための研究に震源断層および地下構造のデータを提供

することを目的としている。 

実際に活断層の深部の調査を目的として行われた人工地震探査は少なく、速度構造を求めることが主

な目的である。その際に速度構造だけでなく、広角反射法を併用することにより、地殻内の反射面を調

査することができる。本報告では主に、これらの方法を踏襲し、地震分布など他の情報を付加すること

によって、地震発生の震源をさぐるための基礎資料を得ることを主な目的としている。 

 

 （ｂ）業務の実施方法 
はじめに 

過去に実施された比較的大規模の実験結果を集めて、地下構造の検討を行う。過去の実験は長期間に

わたって断続的に実施されており、実施時期、実施場所によって、実験の方法、精度、記録の質等が大

きく異なっている。また、解析結果は、実施された時期には、それぞれのデータでもっとも適した方法

で解析されている。しかし、最近のデータによって解析された結果を基に過去のデータを見直すと、最

近の知見を十分反映していないものもある。したがって、最近の研究結果に照らして、過去のデータを

統一的な目で見て再解析する。集めるデータは人工地震のディジタル波形を基本とし、それらの解析結

果の速度構造も収集し、古い記録の場合は走時データおよび解析結果を収集して解析する。平成14年度

は近畿北部で実施された1989年藤橋－上郡測線、および1995年京北－北淡測線のデータを集めた。 

本研究においては、通常の屈折法・広角反射法の解析によって、速度構造および反射面を求めるととも

に、次のような点に留意して、震源断層との関連を調査した。 
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図１.1989年藤橋-上郡測線および1995年京北-北淡測線と
震央分布．赤い★は爆破点を示す． 

 
図２．藤橋-上郡測線の記録波形と相の読み取り．時間軸は6km/sでレデュースしてある 

（１）上部地殻での地震は、Ｐ波

速度が 6km/s の層で発生するといわ

れているが、地表部分では P 波の速

度はこれより遅く、この層では地震

が発生しない。この表層部分と活断

層、および地震発生層との関連はど

のようになっているか。 

（２）地殻内の地震発生には深さの

下限が存在し、その深さは地域によ

って異なる。地震－無地震境界が構

造の不均質と関連しているか。 

（３）地殻内には顕著な地震波の反

射面が存在する。この反射面に一般

的特徴はないか。また、これらの反

射面と速度構造および地震発生との関係はあるか。 

（４）断層は中部または下部地殻でディタッチメントを形づくっているという仮説がある。速度構造お

よび地震波の反射面はこの仮説を支持するか。 

近畿北部における地下構造探査データ 

データを収集して、予備的な解析を実施した段階であるが、いくつかの結果と仮説が得られている。
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図３，藤橋―上郡測線のS1の波形，矢印は反射波を示す． 

図４ 図３のデータのNMO補正記録，矢印は反射波を示す． 

図１に 1989 年および 1995 年に実

施された近畿北部における人工地震

による構造調査の爆破点と測線を示

す。1989 年の実験は地震予知計画の

中で実施された人工地震探査では比

較的長い測線で、長さ約220km、観測

点間隔は約 1km である。原波形記録

はFM変調などのアナログ記録で、東

京大学地震研究所においてディジタ

イズされ、公開されているものであ

る。時刻は短波放送による日本標準

時（ＪＪＹ）によって、水晶時計が

補正されているので、0.01 秒以内の

精度が保たれている。計器のダイナ

ミックレンジは40DB程度で低いが、

２チャンネルの記録チャンネルを使

用し、爆破点からの距離に応じて、注意深くアンプの利得が設定されているので、現在の解析にも十分

使用できる。観測点間隔、爆破点の間隔が大きいのが難点だが、それらを考慮しても長距離の記録とし

て使用可能である。なお、観測の詳細は爆破地震動研究グループ（1995）に記載されている。 

この1989年の人工地震探査の際に、一部の爆破を利用した別の測線での観測が実施されている（西

南日本地殻構造研究グループ，1991，1992）。このデータも収集したが、解析するに至ってない。 

1995 年京北－北淡測線は

1995 年兵庫県南部地震の震源 域

の調査のために実施された（爆 破

地震動研究グループ，（1997）。 こ

のデータはディジタルレコー ダ

で記録されたものが多いが、一

部、アナログ記録がディジタイ ズ

されて加えられている。観測点 の

密度は 1989 年の記録に比べて 倍

増しており、爆破も６発と多い

が、測線が短いのと、神戸から 淡

路島にかけては、人工的な雑微 動

が高く、一部の記録は鮮明さを 欠

いている。このデータは今回の 解

析では補助的に用いた。 

解析方法 

上記のデータについて走時解析を行い、速度構造を求めた。また、反射波の検出のため、ＮＭＯ補

正を行い、反射面のおよその深さを見積り、それらの構造を初期値として、波線追跡法によって速度

構造を求めた。 図２には爆破地震動による波形と主な相の読み取り値を示す。図３には測線の北東端
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図６．藤橋―上郡測線の屈折・反射の波線と走時 

の爆破Ｓ１の波形を示す。図の時間軸は距離を 6km/s で割った分の時間を引いて 6km/s で伝播する波

の走時が強調して見えるようにしてある。図３ではいくつかの反射波が見られるが、特に、長距離に

わたって見られる反射波が顕著であることがわかる。図４はこの波形について 6km/s の速度を用いて

NMO補正を行った波形記録である。縦軸は往復走時を示すが、4-5秒、7-8秒に顕著な反射波が見られ

る。また、10秒以上でも波群が見

られる。図３の顕著な反射波 7-8

秒の反射波に対応する。 

 これらのデータから速度構造

を求めるために、タイムターム法

で概略的な構造を求めて初期値

とし、波線追跡法で速度構造を求

めた。波線追跡法にはZelt(1992)

によるプログラム、rayinvなどを

用いた。図５には屈折波の波線お

よび計算走時と観測走時を示す。

波線は主に上部地殻のみに限ら

れ、深い部分は精度よくは求めら

れないことがわかる。しかし、上

部の5-8kmまでは、速度がよく拘

束される。図６には反射波も含め

 
図５．藤橋―上郡測線の各ショットに屈折波の波線と走時 
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た全部の波線と走時を示す。反射を含めると４発の爆破のデータでも地殻の大部分を波線が通過し、

少ないながらも得られた屈折波と合わせることによって、速度もある程度求めることができる。この

結果、図７に示すような速度構造が得られたが、この図の25km付近の反射面は、可能な速度構造の範

囲で 3km 程度の精度で深さが決まる。このように過去に行われた実験のデータを解析することによっ

て、地殻全体の構造を求めることができる。 

（ｃ）業務の成果 

地表活断層と速度構造 

図７には求められた速度構

造に、京都大学防災研の観測

網で決定された地震の震源の

深さを重ねて示す。地震は図

１に示すような、測線に沿う

幅 20km の範囲のものを選ん

だ。これらの地殻上層部にお

ける地震は深さ 3-5km の深さ

から急に発生数が増加するこ

とがわかる（伊藤・他，1995）。

すなわち、古くから指摘され

ているように地震は（P波の速

度が）「6km/s層」で発生する

というのは、地震発生の下限

だけでなく、表層部分につい

ても成り立っている。このことは地表の活断層と震源断層との関連を調査する上で、重要なことであ

る。地表数kmの部分はその下の地震発生層と一体化して破壊しない可能性があるからである。事実、

M7クラスの地震において、非常に浅い部分が破壊したにもかかわらず、地表断層が表れない場合が多

数存在する。近年では 2000 年鳥取県西部地震がその例であり、1995 年兵庫県南部地震においては、

淡路島では地表地震断層が表れたが、神戸付近では見られなかったようである（伊藤・他，1996）。

また、淡路島の野島断層は余震分布から求められる震源断層と明らかに北西側にずれている。したが

って、震源断層の調査には、このような表層部分の地震が発生しない層を考慮に入れて実施する必要

がある。 

地震の下限と構造 

地震発生層には図７に見られるように下限がある（たとえば、Ito，1999）。この部分での速度変化

はそれほど顕著ではない。すなわち、一般には地震の下限は速度構造の境界ではないと考えられる。

しかし、最近の調査では図４に見られる往復走時 4-5 秒の反射面は、地震発生層の下限付近に対応す

ることがわかってきた。この付近では地震波速度の層的な違いは明かでないが、反射面が存在する可

能性が高い。2000年鳥取県西部地震の震源域ではこのような顕著な反射面が余震域の底部に見いださ

れた（澁谷, 2002）。また、跡津川断層付近における人工地震による構造調査でもこのような面が見

られる（吉井・他，2001；上野・他，2002）。今後、このような反射面と地震発生の関連の調査は、

震源断層が地震発生層からさらにどのようなかたちで下部地殻および上部マントルにつながるのかと

いう問題に対して、重要な手がかりとなるものと思われる。これらの深部断層面は応力蓄積過程に大

図７．藤橋―上郡測線の速度構造断面と地震の分布．地震は図１に示す 
範囲の震央についてプロットした．
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きな役割を果たすものと考えられる。さらに、地震発生層下部の反射面は、大地震が地震発生層の

下部から破壊を開始する場合が多いこととの関連で、大地震の破壊開始過程の解明に重要だと思われ

る。 

 

地殻中部の反射面 

さらに、深さ25km程度の深さの反射

面が顕著であるが、このような面は西

南日本の内帯などではしばしば検出さ

れる。近畿北部においても、図８に示

すようなS波の反射面が見いだされて

いる（片尾，1993a，1993b）。この面

と人工地震で見いだされたP波の反射

面はほぼ同じ場所の同じ深さに存在し

ている。この面が上部地殻の断層面と

どのようにつながっているのか。ある

いは全く関係なく、地震発生層の下部

に位置する流体の存在という仮説に関

連するのか。どのようにすればこれらが確認できるのかが今後の実験で求められている。図８の反射

面が南から北に向かって傾いていることから、南部では有馬－高槻構造線（図８のATTL）につながっ

ているかもしれないという仮説がある（飯尾，1996）。応力場から考えると無理があるような仮説で

あるが、25km 程度の反射面と 15km 程度の地震発生層下部の反射面の活断層との関連は今後の課題で

ある。さらに、この反射面を境に速度構造が異なる可能性がある。図９に示すように、地殻構造は上

部、下部と分かれるのではなく、上、

中および下部と分かれる可能性が高

い。これは 6km/s の下に 6.4km/s 程

度の速度を持つ層が存在することが

最近の調査でわかってきたからであ

る。 

さらに、2000年鳥取県西部地震の
震源域の直下で、深さ 50km 程度の
反射面が検出された（西田・他，

2002）。この反射面は図１の測線下
にも存在するようである（武田，

2001）。このような上部マントルの
新しく発見された反射面がフィリピ

ン海プレートとどう関係するか。歪

みの蓄積過程にどう関連するかも今

後の課題である。 
 
（ｄ）結論 

図８．近畿中部北部におけるＳ波の反射面（片尾，1993による) 

図９．地殻構造の模式図．地殻は上部と下部に分かれるモデルが 
適用される場合もあるが，近畿北部では上，中，下部から構成 
されるモデルが考えられる． 
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北近畿の既存の人工地震による構造調査のデータの解析によって求めた地下構造を地震活動と比較

した結果、次のようなことがわかった。 

１）浅部3-5kmまでにはP波速度が6km/sより遅い層が存在し、その層では地震の発生が極端に少ない。

この層のために、地震発生層における活断層が地表活断層と直接対応しない可能性がある。 

２）地震発生層の下部付近に地震波の反射面がある。  

３）深さ25km程度の深さに顕著な地震は反射面がある。この面は自然地震で見いだされているS波の反

射面と一致するようである。この面と地震発生層内の活断層との関連は今のところよくわからない。 

４）さらに深い深さ50km程度の深さに反射面が存在する。  

 

（e）15年度以降の課題 
今後の課題は多いが、近畿北部については次のようなことを調べる。 

１）上記のような結果が、他の測線でも得られるか。 

２）上記２）の反射面と地震の下限の詳細な関連を調べる。特に1995年兵庫県南部地震の余震域との

関連について調べる。 

３）上記３）の反射面がどのような傾き、広がりを持つか、自然地震についても調べる。 

４）上記２）の反射面の上下で速度の変化があるか、長距離測線のデータおよび自然地震の走時を用

いて調べる。 

さらに、近畿南部については、北部と異なるので、フィリピン海プレートの沈み込みの構造および

地殻内反射面の構造を調べ、上記の反射面との関連を調査する。 
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 (2-2) 自然地震データを用いた３次元地殻構造 

 

大見士朗（京都大学防災研究所） 

ohmi@rcep.dpri.kyoto-u.ac.jp 

 

(a)  業務の要約 

本項目では、自然地震・制御震源を用いた内陸活断層の深部モデルと地殻内三次元構造モデルの構築に

関する研究を行なう。ここでは、その中のサブテーマとして、自然地震データを用いたトモグラフィ等

の手法により、内陸活断層や周辺地殻の三次元速度構造モデルの推定を行なうことを目的とする。 

 

(b) 業務の実施方法 

はじめに 

活断層やその周辺地域の精密な三次元地震波伝播速度構造を求めることは、強震動のシミュレーション

にとって必要であるだけでなく、地震の発生環境としての活断層のテクトニクスを理解するためにも重

要である。本研究では、自然地震を用いたトモグラフィ手法により、近畿地方のいくつかの活断層（図

１参照）の深部構造を求めるほか、周辺の地殻内三次元地震波速度構造を求め、強震動のシミュレーシ

ョンに資するためのデータを作成する。得られる結果は、地震活動そのほかのデータとの比較により、

当地域の地震発生環境の理解にも資することが期待される。 

 

 

 

これまでの研究 

近畿地方においては、これまでもいくつかの研究により、三次元地震波速度構造の研究が行なわれてき

た。Zhao and Negishi (1998)は、兵庫県南部地震の合同余震観測（Hirata et al, 1996）の観測データ

を用いて、兵庫県南部地震の震源断層である野島断層から有馬高槻構造線にかけての地域の地震波速度

図1 近畿地方の活断層の分布．茶色の実線が活断層を示す 
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構造を求めた。これによると、兵庫県南部地震の震源付近は、P 波、S 波とも顕著な低速度異常を示

し、ポアソン比が高い領域であることが判明した。これは、この領域に流体が満たされた岩石が分布し

ているためと解釈され、これらの流体が破壊開始に寄与したのではないかと考えられた。また、Zhao et 

al. (2000)により、日本全域の三次元地震波速度構造モデルが求められ、これと内陸の大きな地殻内地

震の発生場所の関連が調べられた。それによれば、1885年から1999年までの115年間に発生したM5.7

からM8.0までの内陸の地殻内地震は、ほぼ普遍的に地震波速度の低速度領域の周縁部で発生しているこ

とが明らかになり、兵庫県南部地震もその例であることが指摘された。これらの低速度異常域は、沈み

込む海洋性プレートの脱水反応によって生じる流体によるものと考えられ、これにより地殻の強度低下

が起こり、大きな地震が発生すると考えられている。 

 

解析方法 

本研究では、今年度は計画の初年度であることから、解析システムを構築・整備し、試験的な解析を行

なった。解析プログラムとしては、Thurber(1983)による、simul3プログラムをP波速度、S波速度の双

方を同時インバージョンするように改造したもの、Lees & Crosson (1989)によるブロックインバージョ

ンのコード、さらに Zhao et al.(1992)によるインバージョンのコードなどを比較のために用意した。

ここでは、テストランとして、比較的ローカルな構造の解析に適当と考えられるThurber(1983)のsimul3

の改造版を用い、気象庁一元化震源データとその検測ファイルを入力データとして計算を行なった。 

 

データ 

解析領域として、図2に示す近畿地方の中心部を対象とし、水平方向および深さ方向に5kmのグリッド

メッシュを設定した。データは、気象庁の一元化震源カタログを用い、対象地域に展開されている大学、

気象庁、Hi-netの観測点のうち、約30観測点のデータを使用した。1998年1月から2001年8月までの

地震から、10点以上の観測点においてP波、S波ともに検測されている地震を、約2000個選び出した。

検測データ数は、P波のそれが約33,000個、S波のそれが約30,000個である。図2には、使用した地震

と観測点の分布を示している。また、地震波速度構造の初期モデルとしては、京都大学防災研究所附属

地震予知研究センターの阿武山観測所の震源決定業務で使用されている一次元 P 波速度構造モデル(図

3)を使用した。S波速度構造モデルの初期値はVp/Vs=1.73を仮定した。  
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図3：地震波速度構造の初期モデル．京都大学の阿武山観測所での震源決定に使

われているP波速度構造モデルを使用した． 

図2：解析に使用した地震（赤丸）および観測点(青四角)． 

地震総数は約2000個，観測点は約30点である． 
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(c) 業務の成果 

解析結果と考察 

得られた試験解析の結果を図 4に示す。これらは、0 km、5 km、10 km の深さの P波速度構造の計算

結果を、速度の初期値からの揺らぎ（％）で示したものである。なお、使用した地震の深さ分布（図 2

参照）が深さ15km程度までに限られるため、これより深い部分の解像度は低い。この結果によれば、京

都府中西部の三峠・京都西山断層方面に低速度領域、琵琶湖方面に高速度領域があらわれるような概略

の傾向はこれまでの研究とも、一見調和的である。しかしながら、最上層では観測点近傍に強い速度異

常が現れており、その影響が下層にも及んでいることがうかがわれる。 

 観測点近傍の速度異常の評価は、トモグラフィ解析においては課題のひとつである。解析結果におけ

る表層付近の層に現れる観測点近傍の速度異常は、実際の観測点近傍の堆積層等による走時異常のほか、

表層付近では波線が観測点近傍に集中することなどによりあらわれる。今回の試験解析では、これらの

速度異常を取り除くためのデータの前処理等は行なっておらず、この傾向が強くあらわれている。 

これらの速度異常を取り除くための便法として、各観測点での観測点補正値を求めて走時を補正する

方法がある。これは、初期速度構造モデルを使用して地震の初期震源分布を求め、その際に計算される

各観測点での走時残差を、各観測点の観測点補正値とするものである。しかしながら、各地震の走時残

差には、観測点近傍だけでなく、震源から観測点までの波線に沿うすべての構造の情報が含まれている。

それにもかかわらず、この方法では一律に走時補正を施すことで、観測点近傍と全波線経路の影響を分

離することなく補正することになり、構造の評価に影響を及ぼすことも考えられる。 

そのため、特に浅部の構造を精密に求めるためには、観測点近傍の構造を精確に評価する手法を使用

することが必要である。ひとつの手段として、Petukhin et al. (2002)のように、浅部の速度構造をレ

シーバ関数解析などにより独立に求める方法が考えられる。これによって求められた速度構造から、観

測点直下の構造に起因する走時異常を評価することで、トモグラフィ解析の精度を向上させることが期

待できるものと考えられる。 

 

(d) 結論 

平成14年度は計画の初年度であるため、自然地震データを用いたトモグラフィ等の手法により、内陸

活断層や周辺地殻の三次元速度構造モデルの推定を行なうための、解析用システムの構築・整備を行っ

た。また、気象庁一元化データに基づく自然地震の走時データを使用した試験的な解析を行なった。そ

の結果によれば、使用データに特段の走時補正等の前処理を行なわない場合、観測点の近傍に大きな速

度異常があらわれ、これの評価を精確に行なうことが解析全体の精度の向上に必要であることが確認で

きた。 

 

(e) 15年度の課題 

平成15年度は、このための手法のひとつとして、レシーバ関数を用いた解析等により浅部の構造をト

モグラフィ解析とは独立して評価し、その結果をトモグラフィ解析に取り込むことで結果の精度の向上

を図ることを検討する。  
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図 4：試験解析の結果．深さ 0 km（左上）, 5 km（右上）, 10 km（下）の P

波速度構造の結果を，初期値からの揺らぎ（％）で示す． 
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(a)業務の要約 

 本業務の目的は、重力解析により近畿圏の構造盆地の3D基盤構造および3D地殻構造のモデリングを

行うことである。近畿圏の大都市は構造盆地に立地しており、大阪平野や京都盆地などでは、近年地震

防災を目的にそれぞれの自治体により地下構造調査が進められている。しかしながら、地形や地質構造

からみた盆地の境界は行政区域と一致しないこともあり、盆地の繋がり方や接合位置付近の基盤構造が

地震波動に及ぼす影響などはこれまであまり考慮されていない。本業務の初年度として、河内盆地(東大

阪盆地)、京都盆地、奈良盆地の境界付近の重力基盤と断層構造との関係を調べた。その結果、河内盆地

北東部の盆地境界である有馬－高槻構造線断層系と生駒－交野断層系とが、京都盆地南部の基盤構造を

大きく支配していること、京都盆地と奈良盆地の盆地境界は地形と基盤形状とで異なることが明らかに

なった。 

 

(b)業務の実施方法 

はじめに 

 近畿圏の構造盆地は、丹波帯や領家帯などの古生代～中生代の基盤岩に新生代鮮新世以降の大阪層群

が厚く堆積している。地震波動はこれらの地質境界での反射屈折のみならず二次波を生成するなど複雑

な挙動をする。このため、構造盆地の3D基盤構造のモデリングは震動予測における重要な研究課題とな

っている。近畿圏における構造盆地の堆積層と基盤岩の密度差は0.5g/cm**3程度と大きいことが予想さ

れるので、重力異常により3D基盤構造の議論が可能である。一方、深い地殻構造のモデリングにおいて

は、密度変化の大きい上部構造が精度良く求まっている必要がある。深い構造による重力異常は空間的

に長波長であることを想定するが、近畿圏の構造盆地は数10km以上の広がりを有しており、重力解析の

適用限界を検討しつつ解析を進める必要があろう。 

 兵庫県南部地震以降、阪神地域のみならず京都、奈良盆地においても基盤構造や断層構造調査のため

の細密重力測定が各機関により精力的になされ公開されてきている。本業務の目的は、これらの重力デ

ータを用い、また必要な場合は補充の重力測定を実施して、近畿圏の構造盆地全体を対象とする一元化

3D基盤構造および地殻密度構造のモデル化を行うことである。本報告では、初年度にあたり京阪奈地域

の基盤構造について述べる。 

 

これまでの研究 

 重力解析による近畿圏構造盆地の最近の主な調査研究として次のものが挙げられる。駒澤・他(1996)

は、兵庫県南部地震の震源域周辺における深部地下構造を広域的に把握することを目的に、大阪湾およ
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び播磨灘東部海域を対象に海底重力測定を行い、定量解析により大阪平野西部から淡路島、播磨灘東

部地域の2Dおよび3D基盤構造を求めた。防災研究協会(1997)は、生駒市の総合防災対策に関わる活断

層の調査研究の一環として、生駒市域および周辺地域の細密重力測定を実施して重力基盤構造を求め、

生駒断層や市域の断層群との関係を議論した。京都市(2002)は、地震関係基礎調査交付金による京都盆

地の地下構造に関する調査として重力探査を行い基盤の3D構造を推定した。 Akamatsu et al.(1996)、

駒澤・赤松(2003)は、京都盆地の基盤構造を脈動の震動特性と重力異常とから議論している。これらの

調査研究は個々の盆地を対象にしたものであり、隣接する盆地をまたがった広域の調査研究が必要とさ

れる。 

 

解析に使用した重力データ 

 解析には、産業技術総合研究所がコンパイルしている重力データ(地質調査所，2000)に加え、(1)奈良

県生駒市域とその周辺地域および(2)京都盆地内と周辺地域の細密測定データを用いた。(1)のデータは、

自治体発行都市計画図の独立標高点から選んだ460点であり、測定間隔は250～400mである(防災研究協

会，1998)。また、(2)は、伊藤(2002)と京都市(2002)による盆地内データ984点、および2002年に新た

に測定した183 点のデータ(駒澤・赤松，2003)とを含んでいる。この測定での位置測量は、デファレン

シャルGPSにより標高も含めて数10cmの精度で求められている。 

 

解析と結果 

 重力解析においては対象地域の密度分布を仮定する必要がある。ここでは京都盆地と生駒周辺地域と

を個別に解析し、得られた構造モデルを重合することにより広域の特徴を議論する。それぞれの地域の

3D構造を、駒澤(1998)の方法により２層モデル(基盤＋堆積層)でモデル化する。地形補正は、測点近傍

は国土地理院の50mメッシュ、遠方は250mメッシュのデータを用いて60kmの範囲で行った。地形補正

とブーゲー補正の密度を2.3g/cm**3としてブーゲー異常図を作成した。 

近畿地方のブーゲー異常は、地殻～沈み込み帯の深い構造を反映して、紀伊半島から琵琶湖にかけて

北に負の強い広域異常を示す。この広域異常の長波長成分を上方接続フィルターにより除去し、フィル

ターされたブーゲー異常(上方接続残差)から、直下の基盤深度を反復修正する最小二乗逐次近似により

重力基盤モデルを作成する。フィルターは、約 2km 以浅の構造を対象とするよう、上方接続高度を 5km

とした(Komazawa, 1995)。また、地表付近の微細構造や測定時の擾乱など短波長成分を除去するために、

接続高度50mの上方接続フィルターを併用した。なお、メッシュデータのグリッド間隔は250mである。 
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図１ 京都盆地の上方接続残差重力異常．    図２ コントロール点分布． 

接続高度は50mと5km．         黒：基盤路頭、赤：ボーリング着岩点、 

コンター間隔は1mGal．         青：反射基盤． 

 

図１にこのようにして得られた京都盆地の残差ブーゲー異常図を示す。盆地南部の巨椋池を中心とす

る地域に-6mGalに達する大きな負異常があり、この負異常は東北方向の山科盆地に伸びている。また盆

地北西部にも-4mGalのやや大きな負異常が広がっている。構造計算には基盤深度の拘束条件と層の密度

差とを与える必要がある。拘束条件は、盆地周辺の基盤路頭の標高と盆地内の２本のボーリングの着岩

深度(京都市，2002)を用いた場合と、これらに地震探査による反射深度(京都市，2002)の情報を加えた

場合とがある。図２にこれらの位置を示す。密度差として 0.5g/cm**3 と 0.35g/cm**3 とを用いたが、

0.35g/cm**3の方が反射断面との整合性がよい。図３に解析結果の例を示す。 

 

 

    
図３ 京都盆地の重力基盤．       図４ 生駒周辺地域の重力基盤． 

コンター間隔は100m．         コンター間隔は100m． 

 



410

 
生駒周辺地域の解析では拘束条件として基盤路頭と大阪平野および奈良盆地の深層ボーリング着

岩深度(市原ほか，1991)を用いた。解析例を図４に示す(密度差は0.5g/cm**3)。 

 このようにして求めた重力基盤は対象地域が異なっている。東大阪盆地から京都盆地、京都盆地から

奈良盆地への繋がり方を見るために、市販のソフト(Surfer)を用いて上記基盤データを１枚の図に重ね

て描いた結果を図５に示す。データの重なっている領域では基盤深度は平均化されており、データの無

い部分はデータのある部分から外挿されていることに注意する必要がある。比較のために、同じ領域の

地形と活断層の位置(岡田・東郷，2000)を図６に示した。 

 

(c)業務の成果 

解析結果と考察 

 図５に示した京阪奈地域の重力基盤から次の事項が指摘できるが、ここでは上町断層系の西側を大阪

湾盆地、東側の生駒断層を東縁とする部分を東大阪盆地(河内盆地)と記す。 

(1) 京都盆地は、中北部の比較的浅い部分と南部の深い凹地(巨椋池干拓地周辺)とから成る。この凹地
の北壁に沿って、最近宇治川断層が見つかった(京都市，2002)。この凹地は北東方向に伸びて山科

盆地に繋がる。山科盆地は幅は狭いが京都盆地中北部よりも基盤は深い。 

(2) 東大阪盆地、京都盆地、奈良盆地とも基盤岩は東側境界で急峻に落ち込み、西～北西になだらかに
隆起する。これは東西圧縮と整合する。ただし、京都盆地は南北で構造が異なっているため、この

傾向はあまり明瞭ではない。 

(3)  生駒断層系は、枚方撓曲と交野断層に分岐するが、これに挟まれる地域の基盤岩は凹地を形成して
いる。この凹地の基盤も東側の交野断層に沿って急峻に落ち込み、北西方向になだらかに上昇する。 

(4) 上町断層系の北端部分東側、すなわち東大阪盆地の北西部分では、有馬－高槻構造線に沿って基盤

岩が地溝帯を形成している。 

(5) 枚方撓曲の北端部分東側部分では、(4)と類似して、有馬－高槻構造線に沿って基盤岩が地溝帯を形

成している。 

(6) 有馬－高槻構造線に沿う基盤岩の落ち込みは、男山の南壁を形成して東に伸び、京都盆地に達する。
京都盆地では北にシフトして盆地南部凹地の北壁に繋がるように見える。 
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図５ 京阪奈地域の重力基盤． 

 

 

 図６ 京阪奈地域の地形．赤線：活断層、青線：府県境． 

活断層は、岡田・東郷(2000)の、確実度ⅠとⅡ、および物理探査によるもの． 
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(7) 交野断層に沿う基盤岩の落ち込みは北東方向に伸びて、京都盆地南部の凹地南壁に繋がる。 

  次に、基盤形状(図５)と地形(図６)との大きな食い

違いを指摘する。 

(1) 有馬－高槻構造線の断層は、天王山の南山麓を通る
(岡田・東郷，2000)とされる。淀川も、天王山と男

山の間を通って京都から大阪に流れる。しかし、基

盤構造では、東大阪盆地の北壁の延長は男山の南側

を通って京都盆地に入る。このため、東大阪盆地の

基盤と京都盆地の基盤とは、男山南麓壁と交野断層

との間で繋がる。地形的には洞ヶ峠と称されている

テラスの下である。 

(2)  京都盆地と奈良盆地の境は地形的には京奈 丘陵

である(北緯34.7度付近)。しかし、基盤の 境界は

それより北の 34.8 度付近である。基盤が隆起して

いる位置の木津川流域には飯岡という小丘が形成

されている。木津川は、基盤の尾根を越えて奈良盆

地から京都盆地に北流し、宇治川、桂川を合わせて、

基盤の凹地である男山の南ではなく、基盤の高い天

王山－男山間を大阪盆地に流下する。 

(3)  枚方撓曲と交野断層に区切られる地域の標高は高

い(交野丘陵)が、基盤は深い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 重力基盤と地形の断面．測線は図８．  

横軸は測線北西端からの距離(km)． 

縦軸は標高(m)．EE-1測線の5km付近に 

男山があり、淀川は男山の北西側、すな         図８ 図７の断面の測線位置(赤)． 

わち基盤の浅い部分を大阪盆地に流下す        測線番号は、北東から南西の順． 

る．EE-3、-4、-5測線の５km付近の基盤        基盤深度のコンター(黄色)間隔は100m． 

隆起は、枚方撓曲の下に対応する．         
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 図９ 京阪名地域の古地理図．左：100万年前、右：80万年前．横山(1995)を引用． 

 

京都盆地と東大阪盆地の境付近の北西-南東方向の断面を図７に、その測線位置を図８に示す。地形か

らは、京都盆地から東大阪盆地への開口部は狭いと考えられるが図８のEE-2測線断面で明らかなように、

広くて深い。 

西村・河瀬(1996)は、京都大学北部構内と逢坂山観測所で記録された兵庫県南部地震の余震記録に、

直達Ｓ波到着後90～100秒から始まって100秒前後継続する卓越周期７秒前後の特異な波群を観測し、

淀川流域を伝わってきたラブ波と解釈した。この観測事実は、淀川流域から京都盆地に至る地域の構造

が、長周期の表面波が伝播しやすい構造、すなわち広くて厚い堆積層を有していることを示すものと考

えられる。 

 最後に、このような基盤構造の地史的背景について言及する。図９は、横山(1995)が大阪層群の海成

粘土層の分布から復元した古地理図である。第一、第二海成粘土層を堆積した約100万年前(図９左)は、

京都盆地は山科盆地とともに古京都湾として描かれている。古大阪湾から古京都湾への海峡の幅はかな

り広い。また奈良盆地には古奈良湾があり、南部の大和川付近で細く古大阪湾と繋がっている。古京都

湾と古奈良湾とは繋がっておらず、この陸地部分は木津川流域の飯岡付近と考えられる。第三海成層を

堆積した約80万年前(図９右)には古奈良湾は消滅している。現在の基盤構造(図５)の形は、これらの時

代の海の分布域とよく似ている。近畿圏の構造盆地の基盤構造が、更新世中期の構造をよく保存してい

ることが推測される。基盤構造調査はまた、古地理図の復元にも寄与しうることが期待される。 

 

(d)結論 

 京阪奈地域の基盤構造を重力解析により２層構造でモデル化して、それぞれの盆地の繋がり方と断層

構造との関連を明らかにした。大阪盆地の北壁を形成する有馬－高槻構造線と、東大阪盆地の南東縁を

形成する交野断層の延長は、京都盆地南部の深い凹地の北壁と南壁を形成し、さらに山科盆地に繋がる。

京都盆地と東大阪盆地は厚く幅の広い堆積層で繋がっている。京都盆地と奈良盆地の境界は、地形と基

盤とでは位置が異なる。 

 

(e)15年度以降の課題 

 構造盆地の重力基盤構造のモデル化において、堆積層の圧密作用の影響を考慮して層の密度を仮定す

る必要がある。このためには、構造盆地の形成史の知見が重要である。構造盆地の密度構造をモデル化
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した後、地殻構造のモデル化を行う。この拘束条件として、爆破観測による地震波速度分布の資料を

用いる方策を検討する。 
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(3) 平成15年度業務計画案 

制御震源データについて引き続きデータ収集を行うとともに、紀伊半島地域の地殻・上部マントルの

速度構造、フィリピン海プレートの形状等に関する解析を行う。また、地殻内反射面の分布特性および

活断層深部構造との関係等について検討する。三次元速度構造トモグラフィーに関しては、使用する観
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測点の直下の構造をレシーバ関数等により求め、最上層の影響を客観的に観測点補正値として評価し、

その結果を用いて広域の地殻構造モデルの構築を行う。さらに、いくつかの断層について断層近傍の微

細構造を求める。重力データの広域一元化解析における問題点解決のため、それぞれの盆地固有の仮定

密度の与え方の検討を行う。基盤構造解析、特に隣接盆地の接合付近における断層構造と基盤構造との

関連の研究に必要な重力データの追加測定を行う。さらに、地殻の地震波速度構造の重力解析への適用

のために、既存の速度構造モデルをコンパイルする。 

 

 




